
１ はじめに

「測量業」「建設コン

サルタント」および「地

質調査業」の３業種は建

設関連業と呼ばれ，建設

生産システムの「上流

部」から「下流部」にい

たる幅広い範囲で，技術

サービスの提供者として

機能しています。その成

果は社会資本の品質を左

右するなど大きな影響を

与える業種であり，これ

まで建設産業において重

要な役割を担ってきまし

た。

また，建設関連業にお

いては，「発注者の便宜

に供する」ことと「業の

健全な発展に資する」こ

と，ひいては公共の福祉

の増進（国民の利益）に

資することを目的に，登

録制度が制定されていま

す（表―１）。

表―１ 登録制度の概要

業種 測量業者 建設コンサルタント 地質調査業者

根拠法令等
測量法（昭和２４年法律１８８
号，業者登録昭和３６年法
律１０６号追加）

建設コンサルタント登録
規程（昭和５２年建設省告
示７１７号）

地質調査業者登録規程
（昭和５２年建設省告示７１８
号）

規制の性格

法律による規制（登録が
なければ測量業を行うこ
とは不可），登録制（有
効期間５年）

任意の制度（登録がなく
ても建設コンサルタント
を行うことは可），登録
制（有効期間５年）

任意の制度（登録がなく
ても地質調査業を行うこ
とは可），登録制（有効
期間５年）

目的

国若しくは公共団体が費
用の全部若しくは一部を
負担し，若しくは補助し
て実施する土地の測量又
はこれらの測量の結果を
利用する土地の測量につ
いて，その実施の基準及
び実施に必要な権能を定
め，測量の重複を除き，
並びに測量の正確さを確
保するとともに，測量業
を営む者の登録の実施，
業務の規制等により，測
量業の適正な運営とその
健全な発達を図り，もつ
て各種測量の調整及び測
量制度の改善発達に資す
ること（測量法第１条）

建設コンサルタント登録
規程に定める登録要件に
該当する専門的な知識及
び技術を有する建設コン
サルタントについて，建
設省に備える建設コンサ
ルタント登録簿に登録す
ることによる，個々の建
設コンサルタントの業務
内容を公示し，これらの
建設コンサルタントを利
用する依頼者の便宜に供
するとともに，併せて建
設コンサルタントの発達
助長に資する。（昭和５２
年建設経済局長通達）

地質調査業者登録規程に
定める登録要件に該当す
る専門的な知識及び技術
を有する地質調査業者に
ついて，建設省に備える
地質調査業者登録簿に登
録することによる，個々
の地質調査業者の業務内
容を公示し，これらの地
質調査業者を利用する依
頼者の便宜に供するとと
もに，併せて地質調査業
者の発達助長に資する。
（昭和５２年建設経済局長
通達）

登録に関す
る
実質的要件

営業所ごとに測量士（技
術者として基本測量・公
共測量に従事する者）を
１名以上置くこと（法第
５５条の１３）

登録する部門毎に専任の
技術管理者を置くこと
（規程第３条１項１号）
建設コンサルタント業務
を履行するに足りる財産
的基礎又は金銭的信用
（資本金５００万円以上かつ
自己資本１，０００万円以上）
を有すること（同２号）

専任の技術管理者を置く
こと（規程第３条１項１
号）
営業所毎に専任の現場管
理者を置くこと（同２
号）
地質調査業務を履行する
に足りる財産的基礎又は
金銭的信用（資本金５００
万円以上かつ自己資本
１，０００万円以上）を有す
ること（同３号）

建設関連業の登録業者に関する
情報提供システムについて

しんたく さち お

国土交通省土地・建設産業局建設市場整備課 企画専門官 新宅 幸夫
たけ い まさひこ

建設振興第二係長 竹居 雅彦
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図―２ 地方公共団体における建設コンサ
ルタント登録制度の活用実態

登録制度は，国や地方公共団体等の発注

者が発注業務に関して登録されている情報

を利用する形で活用されており，主に入札

資格参加審査時や入札公告時に，当該企業

が入札に参加するのに必要な財産的要件お

よび技術的要件を満たしているかといった

点について確認するために活用されていま

す。

しかしながら，平成２０年の国土交通省調

査によると，地方公共団体における登録制

度の認知度は約６割にとどまっています。

一方で，登録制度を認知している地方公共

団体のほとんどが登録制度は今後も必要だ

と感じており，登録制度の重要性も示され

ています（図―１，２）。

業務成果の品質を確保するためには，技

術力および経営力に優れた企業（受注者）

を選定することが必要です。そのためには

登録制度をより一層活用すべきであり，こ

のことは，平成２２年４月にとりまとめられ

た「建設関連業の課題と展望」（建設関連

業検討会（座長：小澤一雅 東京大学大学

院教授））においても指摘されています

（活用事例は図―３）。

これを受け，国土交通省においては，公

図―１ 地方公共団体における建設コンサルタント
登録制度の認知度（左）と必要性（右）

図―３ 公共機関における入札契約フローと登録制度の
活用

（注） 測量業については公共測量等の営業を行う上で測量法に基づ
く登録が必須なので，参考として掲載。
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図―５ 国交省ウェブページ（参考）

共調達において建設関連業の登録制度をより一層

活用していただくことを目的に，建設関連業の登

録業者に関する情報を提供するシステム（以下

「情報提供システム」という）を作成し，１１月２１

日から国土交通省ウェブページにて公開したとこ

ろです。

情報提供システムについて

� 情報提供システムの仕組み

国土交通省本省および地方整備局等において，

建設関連業の登録事務を行うために，「建設関連

業者登録システム」を運用しています。

情報提供システムは，「建設関連業者登録シス

テム」から情報提供を行う項目を抽出の上，作成

しており，月に１回程度の更新を行っています

（図―４）。

� 情報提供項目等について

情報提供を行う対象は，建設関連業（建設コン

サルタント，地質調査業者，測量業者）における

以下の項目となります。

� 基本情報

登録番号，登録年月日，商号または名称，資本

金，測量の種類（測量業者のみ），営業所（種

別，名称，郵便番号，所在地，電話番号），登録

部門（建設コンサルタントのみ）。

� 使用人数

技術関係使用人数，部門別技術関係使用人数，

事務関係使用人数

� 財務諸表等

貸借対照表，損益計算書（法人のみ）。

情報提供システムの使用方法

� ウェブページへのアクセス方法

情報提供システムへのアクセス方法について説

明します。

� URLにて直接アクセスする方法

ブラウザのアドレス欄に「http : //www.mlit.

go.jp/totikensangyo/const/totikensangyo_const_

tk2_000059.html」を入力し，図―５のページへ

移動して下さい。

� 検索サイトからアクセスする方法

検索サイトにおいて，「建設関連業 情報提供シ

図―４ 建設関連業の登録業者に関する情報提供
システムの仕組み
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図―６ 図―８

ステム」と入力の上，検索すると，当該ページが

上位に検索されます。

� 初期設定の方法等について

情報提供システムは，ウェブページから，閲覧

したい業のエクセルファイルを各自ダウンロード

し，エクセル（マクロ）を活用することで，企業

情報を検索・閲覧することができます。

システムの使用に当たっては，マイクロソフト

のエクセルの設定が必要となります。ページ内の

「システム使用時の設定について」を参照の上，

エクセル（マクロ）を有効化してください。

エクセル（マクロ）の設定が完了したら，エク

セルファイルのダウンロードを行います。エクセ

ルファイルはデータ容量が大きいため，閲覧した

い業種ごとのエクセルファイルを選択し，ハード

ディスク等に保存してください。

以上で，閲覧の準備は終了です。

� 情報提供システムの使い方

� まず，ダウンロードしたエクセルファイルを

開きます。ファイルを開くと，図―６の画面が

表示されますので，「要覧作成画面を開く」を

クリックします。

� 企業検索画面が表示されますので，閲覧した

い企業に含まれる検索ワードを入力します（図

―７）。

� 検索ワードの入力方法等

・「商号又は名称」：登録業者の商号または名称

・「登録番号」：登録業者の登録番号

（建設関連業の登録番号は，建設コンサルタ

ントの場合：「建２２―○○」，地質調査業者の

場合：「質２２―○○」，測量業者：「�―○○」

ですが，検索ワードとするのは，「○○」の

部分のみです）。

・「所在地」：検索ワード内に，主たる営業所，

その他の営業所が含まれる業者を検索しま

す。

なお，「商号又は名称」「所在地」において

は，キーワードを含む登録業者を検索しますが，

「登録番号」においては，入力された登録番号

と完全に一致した登録業者のみを検索します。

� 検索ワードを入力し，検索すると，図―８の

画面が出力されます。ここでは，閲覧したい企

業の登録番号を選択します。

� すると，新しいブックが作成され，閲覧した

い登録業者情報が閲覧できます（図―９）。

図―７
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図―１１

４� システムの使用例

� 特定エリア内に営業所がある業者の検索方法

「所在地」に特定エリアの名称を入力します。

例えば，「所在地」に「東京都」と入力する

と，東京都内に営業所をもつ登録業者が出力さ

れます（図―１０）。

� 特定エリア内に営業所がある登録業者のうち

商号又は名称で絞り込みをする場合

商号又は名称に特定のキーワードを入力し，

「所在地」に特定エリアの名称を入力します。

例えば，「商号又は名称」に「コンサルタン

ト」，「所在地」に「東京都」と入力すると，東

京都内に営業所をもち，商号または名称にコン

サルタントを含む業者が検索されます（図―

１１）。

おわりに

公共調達に当たっては，本情報提供システムを

積極的に利用いただき，登録制度を一層活用いた

だくことで，成果物の品質の向上や事務的負担の

軽減に役立てていただければ幸いです。

その他，情報提供システムに関する問い合わせ

等ありましたら，国土交通省土地・建設産業局建

設市場整備課建設振興第二係（０３―５２５３―８１１１（代

表））まで連絡ください。

図―１０

図―９ 情報提供システムの提供項目（例）
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